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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本、ベトナム、ラオス、タイの4カ国において、農家世帯単位での
生計および自然資源利用に関する調査を実施し、地域レベルの経済統合が進展する状況における小農の生計戦略
の様々な対応を分析した。
　日本では、個別農家の競争力を高めるために経営規模の拡大を集落単位で推し進める対応が見られ、一方ベト
ナムとラオスでは、海外からの商品作物の需要に応じて、自給的生産を中心に営農していた農家世帯が生計の多
角化を進めている状況が明らかになった。また、タイでは、1980年代移行の社会経済開発と就業構造の変化によ
って、小農の伝統的な食（魚介類の伝統的発酵食品）と生業が大きく変化している実態を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we surveyed the economic status and the natural resource uses
 of smallholders in Japan, Vietnam, Laos and Thailand. Then, we analyzed the livelihood strategies 
of smallholders in the context of regional economic integration.
In Japan, in order to increase the competitiveness of smallholders, it was seen that the scale of 
agricultural management was expanded by the settlement scale. On the other hand, it was revealed 
that smallholders in Vietnam and Laos have diversified their livelihoods from subsistence economy 
according to the demand for commercial crops from foreign countries due to regional integration. In 
Thailand, it was clarified that the traditional diet such as traditional fermented seafood of 
smallholders and their livelihoods have changed significantly due to changes in socio-economic 
development and occupational structure after the 1980s.

研究分野： 地理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、日本と東南アジアが直面している地域統合というマクロな政治経済変化に影響される現地農家の対
応をミクロレベルで明らかにしたものである。発展段階の異なる地域で地域統合がどのような変革を農民に迫ろ
うとしているのか、アジアで食糧生産を支える小農の動向を把握するための基礎研究として学術的に大きな意義
を有する。また、本申請は、シンガポール国立大学が実施する国際研究プロジェクトとコラボレーションしてお
り、その成果は、英文の論文や書籍でも発信した。
　さらに、本研究では積極的に若手研究者を研究協力者として加え、研究期間中に3名が博士論文を、そして1名
が修士論文を提出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 東南・東アジアでは、ヒト・モノ・カネの移動の⾃由化や
円滑化を図るため、国を超えて地域を統合しようとする「地
域統合」の枠組みが数多く存在する（図 1）。ASEAN を中
⼼として GMS（⼤メコン圏経済協⼒プロジェクト）のよう
なメコン川流域に位置する地域統合の枠組みがあり、また
経済の⾃由化を⽬的とした環太平洋パートナーシップ協定
（TPP）のような多⾓的な経済連携協定にも関わっている。 
 これまで、東南・東アジア地域における農⼭村変化につ
いては多くの成果が得られているが、農林業に従事する住
⺠が地域統合によっていかなる変化を経験しているのか、決して明らかになっているとは⾔え
ない。⽇本においては、TPP を契機にして農業再編が現実味を帯びてきたが、これまでコメを
⽣産してきた農家の将来について、何も打開策が得られていない。それは東南アジアでも全く同
じ状況であり、地域統合の進展によって現地農家に与えられる影響の解明と、その対策を打ち出
すための基礎データの蓄積は喫緊の研究課題である。 
 
２．研究の⽬的 
 地域統合による影響は、発展段階の異なる国によって様々であり、それに伴う農⺠の対応も異
なる様相を⾒せる。そこで本研究では、(1)すでに成熟した社会経済環境を有する⽇本、(2)中進
国の仲間⼊りを⽬指すタイ、(3)発展途上のベトナム、そして(4)これから発展を控えているラオ
スという、発展段階が異なる 4 か国を取り上げ、農⺠がいかに地域統合の影響に対応しようとし
ているのか、その⽣計戦略を明らかにする。さらに、各発展段階で⾒られる農⺠の対応が持続可
能か否かを評価し、地域統合下にある東・東南アジア地域には、どのような対策が必要となるの
か、⾃然環境と社会環境の両側⾯から提⽰することを⽬的とする。 
 
３．研究の⽅法 
 上述した発展段階が異なる 4 か国において、以下の調査を実施した。 
 ⽇本では、⾮農業分野への労働⼒流出に直⾯してきた⽯川県⾦沢市の都市近郊集落を選定し
て、⼩規模農家の世帯員について、年齢や性別、世代、学歴、出⽣順などによって就業形態・就
業地がどのように異なるのか、また農業への関わり⽅がどのように規定されているのかを検討
し、農家の⽣計戦略を解明した。 
 すでに中進国と位置づけられるタイでは、いまだに農村から都市への出稼ぎも多く、天⽔⽥で
の粗放的稲作が⽣業活動の中⼼になっている東北部ナコーンパノム県において、社会経済変化
に伴う農⺠の伝統的な⾷⽣活の変化を解明した。 
 ベトナムでは、少数⺠族が多く所得も低い北⻄部ソンラー省イェンチャウ県において、ハイブ
リッド・トウモロコシ栽培の盛衰に翻弄される農⺠の対応を明らかにした。 
 ラオスでは、⾃給的な焼畑陸稲作が経済活動の中⼼となっている北部ルアンパバーン県⼭地
部において、世帯経済と世帯内労働⼒分配を詳細に分析することによって、村落の⽣業構造を明
らかにした。また、焼畑が減少していく中で、焼畑休閑林における資源利⽤として重要となって
いるタケの⽣態に関して解明した。 
 
４．研究成果 

(1) ⽇本 
 調査地とした⽯川県能⾒市舘集落の農地利⽤形態は、「昭和１ケタ世代以前」、「⼦ども世代」、
「孫世代」によって異なっていた。昭和 1ケタ世代以前は 1934年以前に⽣まれた集落住⺠であ
る。彼らは⼤⼯や教員、織物業の従業員として集落の近郊で就業しつつ、農業に従事していた。
また、彼らが 40 歳代となった 1970 年に農業構造改善事業が実施され、これに伴って昭和 1ケ
タ世代以前は各世帯で⽥植え機を導⼊した。その後、昭和 1ケタ世代以前が⾼齢化すると、農業
機械の操作は⼦ども世代が担い、昭和 1 ケタ世代以前は農業機械の補助作業を⾏うようになっ
た。しかし、⼦ども世代は⾦沢市や⼩松市の電⼦部品の製造業や運送業などに勤務し、恒常的な
雇⽤労働となった。そのため、⽔⽥の⽔管理などの⽇常的な農作業を⼦ども世代が担うことは難

図 1 東南・東アジアにおける地域
統合 



しく、彼らは農業機械の操作だけを⾏っていた。昭和 1ケタ世代以前が離農すると、舘集落では
⽇常的な農作業の従事者が失われ、⼦ども世代は 2001 から集落外の営農組織に農地を貸し付け、
営農組織が⽔稲作を⾏うようになった。それ以降、貸付⾯積は増加したが、東京で就業していた
⼦ども世代の夫婦が帰郷し、舘集落の農地が貸し付けられ就農するようになった。 
 集落には 20 歳代、30 歳代の孫世代が居住しているが、彼らは⽯川県南部の都市で、電⼦部品
の製造業や建設業、公務員に就業し、農業に従事している者は少なく、従事している者でもその
農作業は⽥植えおよび収穫時の機械操作に限定されている。したがって、個別農家における世代
間での農作業の継承がうまく⾏われず、集落外の営農組織や帰農した⼦ども世代に農地を貸し
付け、彼らが多くの農地を利⽤している状況にある。この調査結果を時系列的にまとめたのが図
2 である。集落の農作業は営農組織や帰農した⼦ども世代によって⾏われているが、農道や⽔路
の清掃は、舘集落に農地を所有する農家と舘集落への移住者によって実施されている。農地を所
有していない移住者の多くは集落の景観や⾃然に引かれて移住しており、移住者は農村空間を
保全するために農道や⽔路の清掃
を農家とともに⾏っている。舘集落
では、就業範囲と就業職種が世代間
で変化したことにより、個別農家単
位で農業を次世代に継承すること
は困難となり、地域外の営農組織へ
の農地貸付が増加した。しかし、現
在では帰農した⼦ども世代が新た
に集落内の農地を利⽤し、また移住
者も農道や⽔路の清掃を担う労働
⼒として機能している。したがっ
て、舘集落では集落という地縁集団
が農地利⽤の維持に果たす役割は
再び⾼まってきている。 

(2) タイ 
 1980 年代後半以降の急激な発展により、農村は商品経済の論理に組み込まれるようになり、
⾃給⾃⾜的な⽣活を営むことが困難になっている。農村の変化は、⽣業構造のみならず、⽣活ス
タイルにも及び、これまで⾃給的に⽣産していた伝統的⾷品の⽣産と流通の変化にも⾒ること
ができる。本研究で取り上げた伝統的⾷品は、プラ・ラーと呼ばれる⿂の発酵調味料である。プ
ラ・ラーは、⿂に塩を加え、さらに⽶糠や炒り⽶を混ぜて何ヶ⽉か壺に⼊れて発酵させる。⽶糠
や炒り⽶を加えるのは炭⽔化物が発酵過程においてうま味成分を発⽣させるためである。 
 東北部ナコーンパノム県の 7郡 17村でプララーを⾃給⽣産する 23名に⽣産⽅法や原料の獲
得に関する聞き取り調査を実施した。⾃給的にプラ・ラーをつくっている約 5 ⼈に 1 ⼈の⽣産
者は、⿂を購⼊してプラ・ラーを⽣産していた。⽣産⽅法は親から⼦へと伝えられているが、漁
労が⾏われなくなったために、⿂を購⼊して⽣産を続けている実態が明らかになった。そして、
県内 13 の市場のうち 11 の市場では、商業的に⼤規模で製造されるプラー・ラーが量り売りさ
れており、⼩売する商⼈は、ナコーンパノム県内ではなく隣接する他県の⼯場からプラ・ラーを
買い付けて販売していることがわかった。また、近年はナコーンパノム県の南⻄に位置するカラ
シン県産のボトル詰めされた商品も市場で出回るようになっていた。 
 プラー・ラーの消費に関してナコーンパノム県の中⼼部のムアン郡と農村部のワン・ヤーン郡
の計 8名に対し、プラ・
ラーの消費に関する聞
き取り調査を実施した
ところ、プラ・ラーは
1990 年代から市場で 
購⼊される⾷品となっ
ていた（表 1）。消費者
No.６は、10 年前まで
は漁労を⾏い、プラ・ラ
ーを⾃給⽣産していた

図 2 舘集落における農地利⽤のアクターの変容 
 

表 1 ナコーンパノム県におけるプラ・ラーの使⽤状況 



が、収⼊増を⽬的に農地を拡⼤したために、漁労に割く時間が無くなり、⿂の⼊⼿が困難になっ
た。そのため、プラ・ラーの⽣産を中⽌し、市場で購⼊することになったと述べる。農村部では
商品作物の栽培等で農作業時間が増加し、漁労時間が短縮したこと、また川沿いの村では漁業資
源の減少によって漁労を辞める⼈が増加し、プラ・ラーの⾃給産を⾏う⼈が減少したことによっ
て⾃給から購⼊への転換が起こったと推察される。 
 タイ東北部のプラ・ラーは、かつては⾃給⾃⾜的な⽣活の中で営まれる⽔⽥漁労と結びついて
⼩規模に⽣産されていた。しかし、1970 年代以降から⼤量⽣産されるプラ・ラーが流通し始め、
1990 年代以降になると、⼯場で⽣産された商品が住⺠に受け⼊られた。安定した商品供給のた
めに、分業体勢を構築する⽣産者も確認された。こういった⽣産者が販路を拡⼤させており、今
後さらなる供給体系の変化が起こると考えられる。 

(3) ベトナム 
 トウモロコシはベトナムの北部⼭岳地帯で最も重要な換⾦作物となっており、飢餓撲滅と貧
困緩和に貢献しているとされている。しかし、世界のトウモロコシ取引価格は、2013 年以降は
下落し続けている。研究対象地域のイェンチャウ県の経済は、トウモロコシに⼤きく依存してお
り、2014年以前はトウモロコシが地域の⼟地利⽤の 70％以上を占めていたが、トウモロコシ取
引価格の下落によって⽣産量が減少し、研究対象地の 3 村のトウモロコシ栽培⾯積は、2013 年
から 2017 年にかけて⼤きく減少した(表 2)。 
 Lac Ken 村では、トウモロコシ畑の多くが果樹（主にマンゴーと⿓眼）へと転換され、
Luong Me 村では、トウモロコシ畑がサトウキビ畑に変わりつつある。Luong Me 村には森
林保護区がないため、⽐較的簡単に森林を開墾しサトウキビ畑に転換することができたこ
とも変化の⼀因であった。⼀⽅、Suoi Bun 村ではトウモロコシ栽培⾯積の減少を除けば、
2015 年まで⼤きな変化は⾒られなかったが、2016 年になってようやくトウモロコシから果
樹への転換が⾒られた。しかし、Suoi Bun 村の住⺠は、農業ではなく⾮農業活動に従事す
るという戦略が⾒られた。Suoi Bun 村で 2016 年に調査を実施した 61 世帯うち、27 世帯が
⾮農業の労働者として収⼊を得ており、その数は 2017 年後半には 45 世帯へと増加した。
45 世帯のうち、42 世帯
の家族メンバーが出稼
ぎ労働者として村を離
れている。Suoi Bun 村
の⾮農業活動は、農業
が安定するまでの短期
的な⽣業戦略であると
考えられる。ベトナム
における調査では、既
存の耕作地やインフラ
施設などの違いによっ
て⽣業構造の変化が影
響を受ける傾向にある
ことが明らかになった。 
 
(4) ラオス 
 焼畑は世界的には衰退傾向にあるが、ラオスでは依然として農⼭村地域の⼩農にとって重要
な⽣業として営まれている。しかし 1990 年代以降、焼畑を禁⽌するための⼟地森林分配や村落
移転などの事業が実施され、農⼭村地域の⼟地利⽤が規制されている。さらに、2000 年以降の
市場経済化の進展は、換⾦作物の導⼊を加速化し、⼩農の⽣業は⼤きく変化している。ラオスに
おける調査では、（1）利⽤可能な⼟地の制約と市場化が進展する北部農村地域において、焼畑を
基盤とする⼩農が実践する作物−家畜システムにおける焼畑の役割を明らかにすること、（2）重
要な役割を果たす焼畑休閑地におけるタケの正確な分類と⽣態学的特徴を明らかにすることの
2点を⽬的とした。 
 作物−家畜システムの研究に関しては、北部ルアンパバーン県ポンサイ郡プンパオ村を研究
対象村とした。プンパオ村は、ラーオ、モン、カムの 3 ⺠族が混住しており、焼畑と焼畑休閑地

表 2 ソンラー省イェンチャウ県に⼟地利⽤変化 
東南・東アジアにおける地域統合 



における家畜飼育を組み合わせた⽣業を
営む村落である。92世帯の詳細な農業と
家畜飼育のデータを基に⽜飼育システム
の変化を調査したところ、⽜飼育システ
ムは、焼畑休閑地での放牧から、牧草を輪
作して放牧するする⽅法が加わり、さら
に舎飼いで牧草を与える肥育が⾒られ、5
つの放牧システムがあることが明らかに
なった（図 3）。さらに焼畑を実施する 5
〜8 ⽉の農繁期に様々な⽣業活動に従事
する個⼈の労働配分の実態を調査したと
ころ、焼畑を中⼼とした⽣業構造は焼畑
以外の⽣業（牧草栽培、⽜飼育、林産物採集、賃労働）と柔軟に組み合わされていることが明ら
かになった。結論として、⼩農がいくつかの経済活動を組み合わせながら⽣計を営むような主た
る産業がないラオス北部農村地域において、焼畑は労働配分の柔軟性が⾼く、他の⽣業と組み合
わせやすいことから、主⾷の⽶を得るだけでなく、収⼊源を提供するためにも重要な役割を果た
していることを解明した。 
 次にタケの正確な分類と⽣態学的特徴に関する調査結果については、タケの資源量推定を⾏
うために、ラオス北部で代表的にみられるタケの種 11種について、相対⽣⻑式を作成した（図
4）。これまで得られていた 4種（Bambusa tulda、 Cephalostachyum virgatum、 Gigantochloa 
sp.、 Indosasa sinica）の相対⽣⻑式とも⽐較した結果、本研究の相対⽣⻑式で代⽤可能であり、
より汎⽤性のある相対⽣⻑式として利⽤できることが明らかとなった。またラオス北部の代表
的なタケ 5種（B. tulda、 C. virgatum、 Dendrocalamus membranaceus、 Giganthochloa sp.、 
I. sinica）の純⼀次⽣産量を明らかにするため、現存量（新⼊稈、枯死稈含む）およびリターフ
ォールについての計測を⾏った。そ
の結果、I. sinica以外は先⾏研究と
同様の純⼀次⽣産量の範囲に収ま
ったが、I. sinicaについては他の種
の 2倍程度（5.70 Mg ha-1 yr-1）が
記録された。I. sinicaは地下茎の分
枝様式が他と異なり単軸型である
こと、調査地では⽐較的⼩型の稈が
多かったこと、また歴史的なタケノ
コの採取等が⾏われていた等の⼈
為的攪乱の影響があったこと等が
他の種とは異なっていることが考
えられる。またリターフォールの季
節変化について、I. sinica以外につ
いては、ピークが乾季である 1⽉〜
3⽉に認められた。⼀⽅で I. sinica
については、調査地点ごとにばらつ
きが⼤きく、1 ⽉、6 ⽉、9 ⽉に不
明瞭なピークが認められた。温帯で
は単軸型のタケのピークは春と秋
の 2回存在するが、本種に関しては
季節変化が明瞭ではなかった。この
原因に関しても地下茎に蓄積した
養分量を分析する等より進んだ調
査が必要である。 
 

図 4 ラオス北部におけるタケ 11 種の相対⽣⻑関係。胸⾼直径
(DBH)と稈(a)、枝(b)、葉(c)、地上部バイオマス(d)、⾼
さ(e)の関係を⽰している。 

図 3 プンパオ村における⽜放牧システム 
東南・東アジアにおける地域統合 
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